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（百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）

１．平成21年3月期第１四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期

20年3月期第1四半期

  円   銭   円   銭    

21年3月期第1四半期

20年3月期第1四半期 1.16

(2) 連結財政状態

百万円 百万円 ％   円   銭

21年3月期第1四半期 1.4 111.96

20年3月期 1.6 120.12

(参考)自己資本 21年3月期第１四半期 16,579百万円 20年3月期 17,790百万円

(注)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。

２．配当の状況

(基準日）
　　　円　銭 　　　円　銭 　　　円　銭 　　　円　銭 　　　円　銭

20年3月期

21年3月期

21年3月期(予想)
(注)配当予想の当四半期における修正の有無　無

３．平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

　業績予想に関しては、適切な予想の開示が困難なため、開示を省略させていただきます。

４.その他

 (1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

 (2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　　　　有

    （注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。

 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   　等の変更に記載されるもの）

    　　①　会計基準等の改正に伴う変更　　　　 有　

    　　②　①以外の変更　　        　　　　　 無

    （注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。

 (4)発行済株式数（普通株式）

　 ①　期末発行済株式数(自己株式を含む) 21年3月期第１四半期  148,464,000株  20年3月期 148,464,000株

　 ②　期末自己株式数 21年3月期第１四半期 381,835株  20年3月期 366,963株

　 ③　期中平均株式数(四半期連結累計期間) 21年3月期第１四半期 148,090,067株  20年3月期第１四半期 148,157,957株

　※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　　　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指

　　針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成して

　　おります。

　　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提

　　に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　

1,157,024

1,101,819

総資産 純資産

－

172 －8,100 21.4

自己資本比率

経常収益 経常利益 四半期純利益

△ 15.75

１株当たり四半期純利益

－

△ 2,333－ △ 2,231 －

197

6,536

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益

１株当たり純資産

18,856

17,617

－ 2.50

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末

１株当たり配当金

年間期末

－ 2.50 －

－

0.00 － 0.00 0.00

－ 1 －



(株)北都銀行 平成21年3月期　第１四半期決算短信

【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報
　　当第１四半期（平成20年４月１日～平成20年６月30日）の経営成績につきましては、経常収益は、
　国債等債券売却益の減少によるその他業務収益の減少等により、前年同期比 15億 64百万円減少の 
　65億36百万円となりました。また、経常費用は国債等債券償却の増加によるその他業務費用の増加
  等により、前年同期比 ８億65百万円増加の 87億67百万円となりました。この結果、経常利益は前
　年同期比 24億28百万円減少し、 22億31百万円の経常損失となり、四半期純利益は前年同期比25億
　５百万円減少し、23億33百万円の四半期純損失となりました。　　　
　　事業の種類別セグメントの業績につきましては、銀行業務の経常収益は前年同期比 15億 69百万
　円減少して 62億57百万円、経常利益は前年同期比 24億77百万円減少の 21億 51百万円の経常損失
  となりました。また、その他の業務（ソフトウェア開発業務、信用保証業務、クレジットカード業
　務等）では、経常収益は前年同期比 ３億 86百万増加して ８億 79百万円、経常損失は前年同期比 
　39百万円減少して 78百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報
　　預金残高は、法人預金及び金融預金が減少したものの、季節的要因による公金預金及び個人預金
　の増加により、当第１四半期連結会計期間中 451億円増加して １兆760億円となりました。また、
  譲渡性預金を含む総預金残高は１兆1,036億円となりました。
　　また、お客さまの多様化・高度化する資産運用ニーズに積極的にお応えしました結果、投資信託
  などの預り資産残高は、当第１四半期連結会計期間中 28億円増加して 1,455億円となりました。
　　貸出金残高は、不透明な県内景況を背景とした企業の資金需要減退を主な要因として、当第１四
　半期連結会計期間中 176億円減少して 7,005億円となりました。
　　有価証券残高は、当第１四半期連結会計期間中 335億円増加して 2,617億円となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報
　　業績予想に関しては、投資信託や株式等の市況動向により有価証券評価損益が大きく左右され、
　適切な予想の開示が困難なため、開示を省略させていただきます。なお、第２四半期（平成20年９
　月）末に近づき予想の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定であります。

４．その他
 (1)  期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）
　　　該当ありません。
 (2)  簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用
　［簡便な会計処理］
　　①　減価償却費の算定方法
　      定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する
      方法により算定しております。
　　②　貸倒引当金の計上方法
　　　　「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当
　　　てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成20年３月期の予想損失率
　　　を適用して計上しております。
　　③　税金費用の計算
　　　　当行の法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりますが、納付税
　　　額の算出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しておりま
　　　す。
　　　　また、連結子会社の法人税等につきましては、税引前四半期純利益に、前年度の損益計算書
　　　における税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗じて計算する方法によっております。
　　④　繰延税金資産の回収可能性の判断
　　　　繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況について前連結会計
　　　年度末から大幅な変動がないと認められるため、同年度末の検討において使用した将来の業績
　　　予測及びタックス・プランニングの結果を適用しております。
 (3)  四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
　　①　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四
　　　半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しており
　　　ます。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。
　　②　リース取引に関する会計基準
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた
　　　会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成
　　　19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16
　　　号同前）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに伴
　　　い、当第１四半期連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用しております。また、当該
　　　取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
　　　零とする定額法を採用しております。
　      これにより、従来の方法に比べ、有形固定資産は 80百万円、その他負債は 80百万円増加し
      ております。
        なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転
      外ファイナンス・リース取引につきましては、平成19年連結会計年度末日における未経過リー
      ス料年度末残高相当額を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース資産に計上しており
      ます。
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５．四半期連結財務諸表

(1)　四半期連結貸借対照表
(単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

　現金預け金 27,444 25,081

　コールローン及び買入手形 127,500 93,000

　買入金銭債権 3,041 2,727

　商品有価証券 791 501

　金銭の信託 5,949 6,000

　有価証券 261,788 228,298

　貸出金 700,536 718,159

　外国為替 363 498

　その他資産 8,769 6,069

　有形固定資産 17,285 17,054

　無形固定資産 84 89

　繰延税金資産 9,718 9,872

　支払承諾見返 11,703 12,313

　貸倒引当金 △ 17,952 △ 17,846

　資産の部合計 1,157,024 1,101,819

負債の部

　預金 1,076,096 1,030,982

　譲渡性預金 27,548 14,943

　外国為替 5 0

　社債 12,000 12,000

　その他負債 9,859 10,126

　賞与引当金 4 30

　退職給付引当金 105 257

　役員退職慰労引当金 - 200

　睡眠預金払戻引当金 149 167

　偶発損失引当金 78 52

　再評価に係る繰延税金負債 1,854 1,887

　支払承諾 11,703 12,313

　負債の部合計 1,139,406 1,082,962

純資産の部

　資本金 12,669 12,669

　資本剰余金 8,135 8,135

　利益剰余金 5,224 7,509

　自己株式 △ 76 △ 73

　株主資本合計 25,952 28,239

　その他有価証券評価差額金 △ 11,667 △ 12,792

　土地再評価差額金 2,294 2,342

　評価・換算差額等合計 △ 9,373 △ 10,449

　少数株主持分 1,038 1,066

　純資産の部合計 17,617 18,856

負債及び純資産の部合計 1,157,024 1,101,819
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(2)　四半期連結損益計算書
(単位：百万円）

　当第１四半期連結累計期間
　　(自 平成20年４月１日
　　 至 平成20年６月30日)

6,536

4,959

3,989

825

1,061

337

177

8,767

871

767

242

2,028

4,315

1,309

△ 2,231

116

93

△ 2,208

28

120

△ 24

△ 2,333

　　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び
　「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用
　しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成して
　おります。

(3) 継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

少数株主損失(△)

四半期純損失(△)

特別損失

税金等調整前四半期純損失(△)

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

　営業経費

　その他経常費用

経常損失(△)

特別利益

　資金調達費用

　（うち預金利息）

　役務取引等費用

　その他業務費用

　役務取引等収益

　その他業務収益

　その他経常収益

経常費用

経常収益

　資金運用収益

　（うち貸出金利息）

　（うち有価証券利息配当金）
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(4) セグメント情報
【事業の種類別セグメント情報】
　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年6月30日）　

(単位：百万円）
その他 消去又
の業務 は全社

経常収益
 (1) 外部顧客に対する経常収益 6,135 400 6,536 － 6,536
 (2) セグメント間の内部経常収益 121 478 600 (600) －

計 6,257 879 7,136 (600) 6,536
△ 2,151 △ 78 △ 2,229 (1) △ 2,231

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

　　　２．「その他の業務」はソフトウェア開発業務、信用保証業務、クレジットカード業務等であります。　

【所在地別セグメント情報】
　　全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が 100％であり、所在地別セ
　グメント情報の記載を省略しております。

【国際業務経常収益】
　　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省
　略しております。

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
該当事項はありません。

６．その他の情報

(1) 株式会社荘内銀行との経営統合を視野に入れた資本提携について
  当行は、株式会社荘内銀行との経営統合を視野に入れた資本提携に関して、平成20年
８月８日開催の取締役会において株式会社荘内銀行との間での「資本提携及び経営統合
に関する協定書」締結を決議し、同日に株式会社荘内銀行と本協定書を締結しておりま
す。　
　本協定書締結により、当行が株式会社荘内銀行を引受け先として優先株式ならびに新
株予約権を発行する資本提携を行うことを決定しております。
（１）優先株式発行（第三者割当増資）
　　①　発行する株式の種類　Ａ種優先株式
　　②　発行する株式の数　　107,768,000株
　　③　発行価格　　１株当たり74円
　　④　発行価額の総額　　7,974,832,000円
　　⑤　資本組入額　１株当たり37円
　　⑥　払込期日　　平成20年９月26日又は両行が別途合意するそれ以前の可及的に早
　　　　　　　　　　い日
　　⑦　資金の使途　運転資金
（２）新株予約権（第三者割当）
　　①　新株予約権の種類　甲種新株予約権
　　②　新株予約権の数　　26,942,000個
　　③　新株予約権の目的となる株式の種類および数　Ａ種優先株式　26,942,000株
　　④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額　１株につき金74円
　　⑤　新株予約権の行使期間　発行日から10年間
　　⑥　新株予約権と引換えに金銭を払込むことの要否　新株予約権と引換えに金銭の
                                               　   払込みを要しない。

(2) 利益準備金及び資本準備金の額の減少について
　当行の、平成20年６月27日開催の定時株主総会における「利益準備金および資本準備
金減少の件」の決議に基づき、平成20年８月４日付で利益準備金 3,822百万円のうち 
3,822百万円減少し、同額その他利益剰余金が増加しております。また、資本準備金 
8,135百万円のうち 6,743百万円減少し、同額その他資本剰余金が増加しております。

銀行業務 計 連結

経常利益（△は経常損失）

－ 5 －



(株)北都銀行 平成21年3月期　第１四半期決算短信

「参考資料」

前第１四半期にかかる連結財務諸表等

(1)　 （要約）四半期連結損益計算書
(単位：百万円）

　前第１四半期連結累計期間
　　(自 平成19年４月１日
　　 至 平成19年６月30日)

経常収益 8,100

　資金運用収益 5,233

　（うち貸出金利息） 4,006

　（うち有価証券利息配当金） 1,110

　役務取引等収益 1,182

　その他業務収益 1,452

　その他経常収益 231

経常費用 7,902

　資金調達費用 690

　（うち預金利息） 596

　役務取引等費用 248

　その他業務費用 629

　営業経費 4,598

　その他経常費用 1,735

経常利益 197

特別利益 254

特別損失 198

税金等調整前四半期純利益 254

税金費用 112

少数株主損失(△) △ 30

四半期純利益 172

(注) 「税金費用」は、「法人税、住民税及び事業税」および「法人税等調整額」の合計額を記載しており

　　ます。　
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(株)北都銀行 平成21年3月期　第１四半期決算短信

(2) セグメント情報
【事業の種類別セグメント情報】
　前第１四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年6月30日）　

(単位：百万円）
その他 消去又
の業務 は全社

経常収益
 (1) 外部顧客に対する経常収益 7,686 413 8,100 － 8,100
 (2) セグメント間の内部経常収益 139 80 219 (219) －

計 7,826 493 8,319 (219) 8,100
経常費用 7,499 610 8,110 (207) 7,902
経常利益（△は経常損失） 326 △ 117 209 (11) 197
（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

　　　２．「その他の業務」はソフトウェア開発業務、信用保証業務、クレジットカード業務等であります。　

【所在地別セグメント情報】
　　全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が 100％であり、所在地別セ
　グメント情報の記載を省略しております。

【国際業務経常収益】
　　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省
　略しております。

銀行業務 計 連結
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株式会社　北都銀行

１．損益の状況（単体）

（単位：百万円）

平成20年度 平成19年度 5月22日公表

第1四半期 第1四半期 平成20年度第2四半

（3カ月間） 前年同四半期比 （3カ月間） 期累計期間予想値

(A) (A)-(B) (B) （6カ月間）

6,139 △ 1,560 7,699 12,500
2,858 △ 3,095 5,953
4,203 △ 1,018 5,221
4,036 △ 438 4,474

674 △ 106 780
△ 1,852 △ 2,549 697
△ 1,344 △ 2,076 732

4,019 △ 270 4,289
1,774 △ 446 2,220
1,864 163 1,701

381 14 367
△ 1,161 △ 2,825 1,664

183 △ 749 932
△ 241 △ 139 △ 102
△ 920 △ 2,686 1,766

△ 1,244 192 △ 1,436
836 △ 640 1,476

貸 出 金 償 却 － － －

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 810 △ 658 1,468
偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 26 26 －

そ の 他 － △ 8 8
595 △ 779 1,374

△ 312 △ 390 78
△ 95 △ 57 △ 38

△ 2,169 △ 2,494 325 600

△ 6 △ 63 57
△ 93 △ 89 △ 4

△ 2,175 △ 2,557 382

9 － －

124 － －

－ － 147
△ 2,309 △ 2,543 234 400

注１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

　２．「税金費用」は、「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」の合計額を記載しております。

（参考）平成21年３月期　第１四半期決算の概要について

経 常 利 益

特 別 損 益

② う ち 不 良 債 権 処 理 額

（貸倒償却引当費用①＋②）

業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 繰 入 前 ）

コ ア 業 務 純 益

う ち 株 式 等 関 係 損 益

そ の 他 臨 時 損 益

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

（ △ は 四 半 期 純 損 失 ）

う ち 固 定 資 産 関 係 損 益

税 引 前 四 半 期 純 利 益

税 金 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

業 務 純 益

臨 時 損 益

そ の 他 業 務 利 益

（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ）

物 件 費

税 金

（ △ は 経 常 損 失 ）

四 半 期 ( 中 間 ) 純 利 益

（ △ は 税 引 前 四 半 期 純 損 失 ）

経 常 収 益

業 務 粗 利 益

コ ア 業 務 粗 利 益

経 費

人 件 費

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

○　平成20年度第１四半期の経常収益は前年同四半期比 1,560百万円減収の 6,139百万円
  ではありますが、第２四半期予想12,500百万円の49％と概ね順調に推移しております。
  　一方、有価証券の減損処理（ 1,633百万円）や仕組貸出のデリバティブ部分の評価損
  の増加（ 471百万円）等により、経常利益は前年同四半期比 2,494百万円減益の 2,169
  百万円の経常損失に、四半期純利益は前年同四半期比 2,543百万円減益の 2,309百万円
  の四半期純損失となりました。
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株式会社　北都銀行

２．金融再生法開示債権（単体）

 　 （単位：億円）    (参考)(単位：億円)

 破産更生債権及び

 これらに準ずる債権

 危険債権

 要管理債権

 金融再生法開示債権　計(A)

 正常債権

 合  計(B)

 総与信額に対する比率(A/B) % % %

（注） １．上記計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴ

  リー（以下「開示区分」という。）により分類しております。

２．各四半期の開示区分の金額は、各四半期末を基準日とする自己査定の債務者区分に基づく残高を計上してお

　ります。

３．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額のうち、無価値と認められる部分については直接償却相当

　額として当該金額を減額（部分直接償却）しております。

※開示区分と自己査定債務者区分との関係

　・破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）

　・危険債権（破綻懸念先の債権）

　・要管理債権（要注意先のうち、３カ月以上延滞債権又は貸出条件緩和債権に該当する債権）

３．時価のある有価証券の評価差額（単体）

　（単位：億円） （参考）   （単位：億円）

 評価差額  評価差額  評価差額

その他有価証券

（注） １．「評価差額」及び「含み損益」につきましては、償却原価法適用後、減損処理後の価額を記載しております。

２．なお、満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式で時価のあるものはありません。

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

　価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期貸借対照表

　価額とするとともに、評価差額を当第１四半期会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）して

  おります。

　　当第１四半期会計期間における減損処理額は、16億円（うち株式3億円、その他の証券12億円）であります。

　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、30％以上下落した場合であります。

6.8

168
503

6,825
7,328

6,738
7,317

7.9
7,154

66

平成20年3月末平成19年6月末平成20年6月末

53

288
155
497

6,656

36 745 △ 62 361 628 9 45その他 713 △ 57 3
1,391 △ 46 2 49

27
債  券 1,771 △ 57 2 59 1,901 △ 62 2 64

2 141 △ 18 915 242 74 77株  式 129 △ 1 14
2,279 △ 127 15 143

うち益 うち損

2,614 △ 116 20 137 2,772 21 125 103

時価 時価 時価

うち益 うち損 うち益 うち損

51

283

平成20年6月末 平成19年6月末 平成20年3月末

6.9

78

321
177
578

○　平成20年6月末の金融再生法開示債権額は、前年同四半期末比81億円減少して497億円と
  なりました。
　

○　平成20年6月末の時価のある有価証券の評価差額は、前年同四半期末比137億円減少して
 　116億円の評価損となりました。
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株式会社　北都銀行

４．デリバティブ取引（単体）

（１）金利関連取引

　 該当ありません。

（２）通貨関連取引

 （単位：億円） （参考）　  （単位：億円）

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

（３）株式関連取引

　   該当ありません。

（４）債券関連取引

　   該当ありません。

（５）商品関連取引

　   該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引

　   該当ありません。

（７）複合金融商品関連取引

 （単位：億円） （参考）　  （単位：億円）

（注）１．時価の算定方法

　　　　　割引現在価値により算出しております。

　　　２．時価は、複合金融商品のうち組込デリバティブ部分の時価であり、当該評価差額の前年度末との差額をその

        他業務費用に計上しております。

　　　３．契約額等については、当該複合金融商品（貸出金）の元本金額を表示しております。

 △ 9 
(貸出金)

市場取引
以外の取引

複合金融商品 400  △ 14  △ 14 － － － 400  △ 9 

店頭

区分

－ －

契 約
額 等

時  価

平成19年6月末 平成20年3月末

通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ －

通貨ｽﾜｯﾌﾟ

為替予約

－ －

区分

取引所 通貨先物 － － －

評 価
損 益

種　類
平成20年6月末 平成19年6月末 平成20年3月末

契 約
額 等

時  価
評 価
損 益

種　類
平成20年6月末

契 約
額 等

時  価
評 価
損 益

契 約
額 等

時  価
評 価
損 益

－ － － － －－

0－ － － － － － 0 0
－－ － － － － － － －

－ －

契 約
額 等

時  価
評 価
損 益

契 約
額 等

時  価
評 価
損 益

－ －
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５．預金等・貸出金の残高（単体）

   (単位：億円）  （参考）（単位：億円）

　

うち個人預金

　

うち消費者ローン

（注）預金等＝預金＋譲渡性預金

６．預り資産の残高（単体）

   (単位：億円）  （参考）（単位：億円）

（注）生命保険は販売累計額を記載しております。

        以　　上

平成20年6月末 平成19年6月末 平成20年3月末

8,185 8,064 8,043

　預金等（末残） 11,070 11,048 10,491

　貸出金（末残） 7,002 7,157 7,178
1,895

平成20年6月末 平成19年6月末 平成20年3月末

1,878 1,898

494 579 487
477 511 486

1,455 1,444 1,427

投 資 信 託

公 共 債

生 命 保 険

合 計

482 353 453

○　平成20年6月末の預金等残高は、個人預金が増加したこと等により前年同四半期末
　比 22億円増加し、1兆1,070億円となりました。
○　貸出金残高は、法人向け貸出金の減少等により前年同四半期末比 155億円減少し、
  7,002億円となりました。

○　平成20年6月末の預り資産の残高は、お客さまの多様化する資金運用ニーズにお
　応えしてまいりました結果、前年同四半期末比 11億円増加し 1,455億円となりま
　した。
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